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（仮称）海老名市文化交流拠点整備事業第１期基本計画策定支援業務委託仕様書 

 

１ 業務名 

（仮称）海老名市文化交流拠点整備事業第１期基本計画策定支援業務委託 

 

２ 背景及び目的 

  海老名市文化会館、海老名市立中央図書館、海老名市立総合福祉会館といった公

共施設が立ち並ぶエリアは、小田急線・相鉄線海老名駅とＪＲ相模線海老名駅の駅

間地区にあり、海老名駅より徒歩５分の場所に位置する。当該地区は「海老名駅駅

間地区地区計画（平成 21 年決定・平成 28 年変更）」において、既存文化施設と周

辺環境との調和を図りつつ、文化施設等を誘導する地区（以下「文化ゾーン」とい

う。）と位置付けられている。 

市は、文化ゾーンを取り巻く状況や課題を整理し、文化発信の拠点エリアとする

ため、「（仮称）海老名市文化交流拠点整備に向けた調査・研究及び基本構想」（以下

「基本構想」という。）を令和３年３月に策定した。 

短期的な課題には迅速に、長期的な課題には時間をかけて対応するため、整備時

期を２期に分けた上で、「（仮称）海老名市文化交流拠点第１期整備指針」（以下「第

１期整備指針」という。）を令和６年８月に策定した。 

本業務は、基本構想及び第１期整備指針を踏まえて、第１期で整備する施設が備

えるべき機能、規模及び必要諸室等を調査・検討し、（仮称）海老名市文化交流拠点

整備事業第１期基本計画（以下「第１期基本計画」という。）を策定することを目的

とする。 

 

３ 業務対象敷地 

（１）案内図 

 

業務対象敷地 
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（２）所在地、現存する公共・民間施設名及び土地面積 

№ 所在地 現存する施設名 土地面積 

1 神奈川県海老名市めぐみ町 483-1、484-1 野外ギャラリー 856.00 ㎡ 

2 神奈川県海老名市めぐみ町６－２ 海老名市商工会館 1160.58 ㎡ 

合計 2016.58 ㎡ 

（３）用途地域 

   商業地域 

（４）地区計画 

   海老名駅駅間地区地区計画 

（５）建ぺい率 

   80％ 

（６）容積率 

   400％ 

（７）敷地に隣接する道路 

路線名 位置 

市道 1889 号線 業務対象敷地内クランク部 

市道 1753 号線 業務対象敷地南東側 

県道 40 号横浜厚木 業務対象敷地南側 

 

４ 業務委託期間 

令和６年 11 月下旬から令和７年５月 31 日まで 

 

５ 業務仕様 

  次に掲げる内容を踏まえて本業務を実施すること。 

（１）基本構想及び第１期整備指針を踏まえること。 

（２）本施設は、以下の４施設の機能を集約する施設である。各施設の機能を損なわ

ないようにするとともに、基本構想で定めた目標、基本的な考え方及び整備方針

を実現する機能、必要諸室等を提案すること。なお、集約される各施設の詳細は

別添「施設現況調書」のとおり。 

№ 施設名 所在地 延床面積 

1 野外ギャラリー 神奈川県海老名市めぐみ町 483-1、

484-1 

856.00 ㎡ 

※土地面積 

2 海老名市民ギャラリー 神奈川県海老名市中央２－９－50 700 ㎡ 

3 海老名市立総合福祉会館 神奈川県海老名市めぐみ町６－３ 1,676.88㎡ 

4 海老名市商工会館 神奈川県海老名市めぐみ町６－２ 1,116.44㎡ 

（３）本施設は複数の機能を集約する施設となるため、機能によって開館日や開館時

間が異なる施設となる可能性がある。閉館の区画に施設管理者以外の者が立ち入
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らないようにセキュリティ対策を講じつつ、利用者の利便性の阻害とならない各

階構成及び動線を提案すること。 

（４）可動間仕切りの設置、壁や床面素材の工夫等により、多用途に利用できる諸室

の整備及び用途に配慮した諸室の配置（例：静寂さが必要な居室の上下左右に音

や振動を発する居室を配置しないなど）を提案すること。 

（５）「海老名市公共施設再編（適正化）計画（令和６年２月改定）」を踏まえて、効

率的な機能及び必要諸室を検討し、既存の海老名市民ギャラリー、海老名市立総

合福祉会館及び海老名市商工会館の延床面積の縮減に努めること。 

（６）現在の野外ギャラリー（屋外展示スペース）用地に建物を建設する場合は、原

則、ギャラリー機能のみとし、海老名市立総合福祉会館及び海老名市商工会館の

機能を取り入れないこと。なお、本施設の野外ギャラリーは現状の面積（856 ㎡）

を維持すること。 

（７）本施設の敷地設定にあたっては、市道 1889 号線を、クランク部の解消を含め

た新たな線形について検討するとともに、歩道を兼ねた公共空間を考慮した建物

配置とすること。 

（８）本施設の附帯駐車場は海老名市文化会館西側にある駐車場（駐車台数：約 300

台）を検討しているが、障がい者用駐車場及び駐輪場については、周辺の公共施

設の設置状況等を考慮し、事業規模に応じて本業務敷地内の設置及び必要台数を

提案すること。 

（９）展示物品等の搬入・搬出口を設けること。搬入・搬出口の場所及びサイズは提

案すること。 

（10）景観や道路渋滞等、周辺環境への影響を配慮すること。 

（11）周辺環境及び施設と調和する建物配置を提案すること。 

（12）海老名市立総合福祉会館は福祉避難所予定施設であるため、本施設も避難所と

なることを想定すること。 

（13）本業務の実施にあたり建築基準法、消防法、その他各関係法令・規則等を遵守

すること。 

 

６ 業務内容 

  本項目に掲げる内容は第１期基本計画策定に必要と思われる事項を列記したも

のであり、内容の変更又は追加を求める場合がある。 

（１）関係団体等へのヒアリングの支援（各施設３回程度） 

市では、本施設に機能を集約する各施設の利用団体及び管理運営主体（以下「関

係団体等」という。）にヒアリングを実施する予定である。市が実施する関係団

体等へのヒアリングを支援するため、必要な資料を作成するととともに、ヒアリ

ングの方法に応じて、ヒアリングに出席及びヒアリング結果をとりまとめ、発注

者に提出する。また、ヒアリング結果をもとに第１期基本計画を検討する。 

（２）庁内ワーキンググループの運営補助（月１回程度） 
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第１期基本計画の策定に必要となる諸項目について検討する庁内ワーキング

グループの運営を支援するため、必要な資料を作成するとともに、会議に出席及

び議事録を作成し、発注者に提出する。また、庁内ワーキンググループの意見等

をもとに第１期基本計画を検討する。 

（３）打合せ等（月２回程度） 

業務を適正かつ円滑に実施するため、受注者は定期的に発注者と打合せを行う。

この場合、受注者は打合せにおける資料を準備するとともに、次回の打合せまで

に議事録を作成し、発注者に提出する。 

（４）第１期基本計画（案）の作成 

パブリックコメントにかける第１期基本計画（案）を令和７年２月末日までに

作成する。主な内容として以下の項目を想定しているが、記載項目は発注者と受

注者との協議により決定する。 

【想定される記載項目】 

    Ⅰ 事業概要 

ⅰ 整備の背景・目的 

ⅱ 整備の基本理念・基本方針・各種方針 

①景観、周辺環境等への配慮方針 

②建物のデザイン、構造、環境配慮等の指針 

③海老名市地域防災計画を踏まえた整備方針 

④複合化施設の整備方針 

Ⅱ 前提条件の整理 

  ⅰ 文化ゾーンを取り巻く状況 

ⅱ 敷地条件の整理 

①インフラ状況 

②関係法令の整理 

③文化ゾーン全体の動線 

Ⅲ 施設機能等の検討 

      ⅰ 関係団体等のニーズ調査 

      ⅱ 既存施設の利用状況の分析・課題の抽出 

Ⅳ 施設整備計画 

     ⅰ 備えるべき機能、必要諸室、規模等 

①備えるべき機能 

②必要諸室 

③規模・想定利用者数（施設全体・居室別） 

④駐車場、駐輪場 

     ⅱ 建物配置、各階構成、ゾーニング、イメージ図 

①建物配置図（道路線形を含む） 

②各階構成図 
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③ゾーニング 

④外観・内観イメージ図 

      ⅲ 建物構造、耐震安全性、環境性能等の要求水準の設定 

      ⅳ 概算設計・建設費用・ライフサイクルコストの積算 

      ⅴ 事業スケジュール 

Ⅵ 管理運営手法 

ⅰ 民間活力の導入を含めた管理運営手法の比較・検討 

ⅱ 経費縮減効果の検討・評価 

ⅲ 複合化施設の管理運営及び維持管理のあり方 

Ⅶ 事業手法 

  ⅰ 事業期間・整備費用の比較・検討 

（５）第１期基本計画の作成 

市が実施するパブリックコメントの集計結果を踏まえ、必要に応じて第１期基

本計画（案）を修正し、第１期基本計画を令和７年４月末日までに作成する。 

（６）成果品 

①第１期基本計画（案）本編及び概要版 

    製本：Ａ４縦型又はＡ３横型・左綴じ製本・カラー印刷・30 部提出 

電子納品：電子式記録媒体等（ＣＤ－Ｒ）に業務名を印刷して２枚提出 

②第１期基本計画本編及び概要版 

    製本：Ａ４縦型又はＡ３横型・左綴じ製本・カラー印刷・100 部提出 

電子納品：電子式記録媒体等（ＣＤ－Ｒ）に業務名を印刷して２枚提出 

 

７ その他  

（１）受託者は、業務上知り得た情報を他に漏らしてはならない。  

（２）受託者は、業務を円滑に遂行するために、逐次市担当者と連絡調整を行わなけ

ればならない。 

（３）第１回打合せ時に業務施行計画書（実施方針、業務工程表を含む）を提出する

こと。また、やむを得ず業務の一部について他社の協力を受ける場合には、業務

委託協力会社承諾願を提出し、あらかじめ市の承諾を得ること。 

（４）本業務で得られた成果物の著作権は、ホームページへの掲載を含め、本市に帰

属する。 

（５）本業務に係る必要な資料で、市が貸与したものは適切に管理し、業務完了後、

速やかに返却するものとする。 

（６）本業務に関する一切の費用は契約内に含むものとする。 

（７）業務完了後、受託者の責に帰すべき事由による成果物の不良個所が発見された

場合は、受託者は、速やかに、市が必要と認める訂正、補正、その他必要な措置

を行うものとし、これに対する経費は、受託者が負担するものとする。 

（８）その他、本仕様書に定めのない事項及び本仕様書に疑義が生じた場合は、別途、
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発注者及び受注者間で協議するものとする。 


